
第１編 一般会計 

第１章 決算の概要 

１ 決算収支 

 

 平成 26年度一般会計の決算は、次のようになりました。 

 

  歳  入  284億 6,628万 9千円  ① 

  歳  出  261億 3,695万 3千円  ② 

  形式収支   23億 2,933万 6千円  ③＝①－② 

  繰越財源    2億 3,836万 6千円  ④ 

  実質収支   20億 9,097万円    ⑤＝③－④ 

 

２ 財政分析 

 本章においての財政分析は、普通会計決算額を用いて行いました（地方財政状況調査数値）。 

 ※ 魚沼市の普通会計は、一般会計のほかに診療所特別会計を含んでいます。 

 

 歳入歳出決算額等  

 

 平成 26年度普通会計の決算額等は、次のようになりました。 

 

  歳  入  285億 5,398万 4千円  ①’ 

  歳  出  262億 2,442万 4千円  ②’ 

  形式収支   23億 2,956万円    ③’＝①’－②’ 

  繰越財源    2億 5,227万 5千円  ④’ 

  実質収支    20億 7,728万 5千円  ⑤’＝③’－④’ 

 

 単 年 度 収 支  

 

実質収支 20億 7,728万 5千円から、前年度の実質収支 14億 8,709万 4千円を差し引いた

単年度収支は、5億 9,019万 1千円の黒字となりました。 

（平成 25年度 6億 184万 3千円の黒字） 

 

 実 質 単 年 度 収 支  

 

 単年度収支に財政調整基金積立金と繰上償還した額（平成 26年度は繰上償還なし）を加え、

これから当該年度において取り崩した基金積立金の額を差し引いた実質単年度収支は、6 億

464万 9千円の黒字となりました。 

（平成 25年度 10億 8,252万 4千円の黒字） 
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 経 常 収 支 比 率  

 

経常的収入（地方税、普通交付税、地方譲与税、利子割交付金等）と経常的支出（人件費、

公債費、扶助費、補助費、物件費等）をとらえ、経常的経費にどれだけの経常的収入である

一般財源が充てられているかをみます。比率が低い方が財政に弾力性があるといえます。 

 

  （経常的経費に充当される一般財源等） 

    144億 7,819万 6千円 

                     ＝ ８３．９％ 

  （経常一般財源等収入） 

    172億 4,743万円 

（平成 25年度 ８５．４％） 

 

 財 政 力 指 数  

 

地方公共団体がそれぞれ標準的な行政を行う場合に必要とされる経費（基準財政需要額）

と標準的な状態における税収入等（基準財政収入額）を比較し、基準財政需要額が基準財政

収入額を上回ったときは、普通交付税で補われます。したがって、財政力指数が「１」に近

いほど財政力が強いとみることができます。なお、通常は過去 3 か年の平均値を財政分析に

用います（収入額、需要額とも錯誤額を含まない額で算出）。 

 

  （基準財政収入額） 

    37億 1,725万 9千円 

                 ＝ ０．３０１ 

  （基準財政需要額） 

    123億 3,738万 9千円 

 

  平成 24年度（単年度）・・・０．２９７  

  平成 25年度（単年度）・・・０．２９９    3か年平均・・・０．２９９ 

  平成 26年度（単年度）・・・０．３０１  

 

（平成 25年度 ０．２９９） 

 公 債 費 比 率  

 

 市債の償還経費である公債費の財政運営に及ぼす影響を知る指標のひとつで、市税、普通

交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的に収入される財源のうち、公債費に

充当されたものの占める割合。 

 

  平成 26年度（単年度）   ８．５％ 

（平成 25年度 ９．４％） 
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1 28,553,984 29,668,811

2 26,224,424 27,751,216

3 2,329,560 1,917,595 411,965 21.5

4 252,275 430,501

5 2,077,285 1,487,094 590,191 39.7

6 590,191 601,843

7 977,020 1,448,681

8 0 0 0 0.0

9 962,562 968,000

10 604,649 1,082,524

11

12 94.8 94.3 0.5

13 8.5 9.4

14 15,192,625 15,532,470

15 3,718,844 3,670,474 48,370 1.3

16 4,735,751 4,705,296 30,455 0.6

17 17,177,451 17,603,713

0.297 0.301

0.299 0.297

0.301 0.299

0.299 0.299 0.000 0.0

(1)

+ + -

18

(2)

(2)

(23)

(24)

(3)

(25)
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19 4,417,932 4,403,474 14,458 0.3

20 703 702 1 0.1

21 4,302,213 4,302,213 0 0.0

22 1,504,275 1,503,899 376 0.0

23 10,657 19,152

24 14,404 24,617

25 39,509 39,499 10 0.0

26 13,337 14,227

27 1,011,074 1,010,720 354 0.0

28 21,731 23,870

29 17,970 17,965 5 0.0

30 400,395 300,298 100,097 33.3

31 3,003 3,002 1 0.0

32 40,009 40,001 8 0.0

11,797,212 11,703,639 93,573 0.8

79,461 59,970 19,491 32.5

532,539 552,030

612,000 612,000 0 0.0

80,822 86,800

19,178 13,200 5,978 45.3

100,000 100,000 0 0.0

35 12,509,212 12,415,639 93,573 0.8

33

34
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３ 主な一般財源の状況 

 

 主な一般財源である市税及び普通交付税の過去 5年間の収入状況は、次のとおりです。 

 市税については、一部法人に景気回復傾向が見られ、約 3千万円の増額となりました。 

普通交付税については、地域の元気創造事業費の新設や臨時財政対策債償還費の増加等が

あったものの、歳出削減強化に要する経費が算入されている地域振興費の減少や行革努力に

よる改善額の反映分が元気創造事費に移行したことによる減少等により、3 億 8,821 万 5 千

円の減額となりました。臨時財政対策債については、地方消費税交付金の増額等により財源

不足が減少したことにより、6,850 万円の減額となり、総額としては、約 4 億 5,671 万 5 千

円の減額となりました。 

 なお、普通交付税には、平成 13年度から始まっています臨時財政対策債分を加算して記載

してあります。 

 

                                   （単位:百万円） 

 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

市税     Ａ 4,034 4,050 4,002 3,997 4,028 

普通交付税  Ｂ 11,175 11,468 11,697 11,862 11,474 

臨時財政対策債Ｃ 1,582 1,078 1,045 1,036 968 

Ｂ＋Ｃ    Ｄ 12,757 12,546 12,742 12,898 12,442 
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４ 市債の状況 

 

 市債償還金については、平成 19年度から平成 21 年度にかけて補償金免除繰上償還の影響

により一時的に急増しましたが、平成 22年度以降は、その効果が現れて減少傾向で推移して

います。しかし、平成 25年度から本格的に開始された大型建設事業の動向による起債額の増

加も考えられ、数年後には償還金が増加傾向となることが予想されます。 
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 平成 26年度普通会計の市債償還金は 34億 8,121万 7千円で、財源として使用料 6,550万

9千円、諸収入 2,378万 8千円、繰越金 1,116万 4千円、一般財源 33億 8,075万 6千円とな

っています。 
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◎ 現状と課題 

 

 １ 歳入の状況 

   歳入は、前年度と比較して、11億 1,482万 7千円の大幅な減額となりました。大きな

増減については、次のとおりです。 

普通交付税は、新たな費目「地域の元気創造事業費」が設立され、人口を基本とした

上で、行革努力や地域活性化の成果を反映することとしていますが、これまでの人件費

削減等の行革努力による改善額の反映分が元気創造事業費に移行したことによる地域振

興費の減や活性化推進事業費が減額されたことにより減少幅が大きく 3億 8,821万 5千

円減額となりました。特別交付税は、除雪経費に対する部分の増が主な原因と考えられ

ますが 1,581万 6千円の増額となりました。地方交付税全体では 3億 7,225万 6千円の

大幅な減額となりました。 

国庫支出金は、地域の元気臨時交付金 2億 5,359万 4千円の減などにより、2億 9,685

万 7千円の大幅な減額となりました。 

県支出金は、平成 23年度の豪雨災害による繰越事業等農地農業施設及び林業施設災害

復旧費県補助金の減により、2億 8,606万 4千円の大幅な減額となりました。 

市債は、消防庁舎建設事業完了等の減により、5 億 8,430 万円の大幅な減額となりま

したが、前年度に引き続き、本年度も将来の公債費負担を軽減するため、交付税の補填

措置の高い優良債の借入れを行いました。 

 

 ２ 歳出の状況 

 歳出は、前年度と比較して、15億 2,679万 2千円の大幅な減額となりました。大きな

増減については、次のとおりです。 

   人件費は、引き続き定員適正化計画に基づく人員削減を行ったことにより、8,445万 5

千円の減額となりました。 

維持補修費は、道路機械除雪事業費が 2 億 3,901 万円、高齢者福祉施設指定管理委託

料が 1億 3,080万円の増となり、総額 4億 1,139万 1千円の大幅な増額となりました。 

   補助費等は、病院事業会計補助金等が 2億 7,347万 7千円の増により、総額 3億 9,181

万 3千円の大幅な増額となりました。 

   積立金は、将来に備えて財政調整基金及び過疎地域支援基金などへ 10 億 9,449 万 9

千円を積み立てたものの、前年度の基金への積立てを下回ったことなどにより、総額 5

億 1,581万 2千円の大幅な減額となりました。 

   繰出金は、工業団地造成事業特別会計へ 9億 6,965 万円、スキー場事業特別会計、後

期高齢者医療特別会計への減などにより、総額 8億 7,518 万 9 千円の大幅な減額になり

ました。 

   普通建設事業費は、消防庁舎建設事業等が完了したことにより、10億 2,209万 2千円

の大幅な減額となりました。 

   災害復旧事業は、平成 23年度の新潟・福島豪雨災害をはじめとして 3年続きの豪雨災

害によって被災した、市道・普通河川などの土木施設、農地農業用施設、林業施設など

の完了により、5億 7,040万 1千円の大幅な減額となりました。 
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 ３ 今後の課題 

   平成 26年度の地方交付税は 128億 7,108万 3千円であり、前年度より 3億 7,225万 6

千円の大幅な減額となりました。これは平成 19年度以来の減額であり、財源の大半を地

方交付税などに依存している本市にとっては厳しい財政状況になりました。 

平成 27 年度から地方交付税の合併特例措置の逓減が始まり、6 年後の平成 32 年度ま

でには平成 26 年度ベースで約 28 億円の一般財源が減額される見込みでありましたが、

国から新たな財政支援措置が示され、合併時点では想定されていなかった財政需要が措

置され、段階的に見直しを行い、減少幅が圧縮される予定です。 

地方債残高は、財政健全化の取組により減少傾向にありますが、平成 25年度から複数

の大型建設事業が開始されたことにより、今後公債費が数年間高止まりの状況が続く見

込みとなっています。 

   さらに、新規の大型建設事業や複数の医療施設等に要する費用など、のちの財政運営

に大きな影響を与える要因が見込まれる中、今後 10年を見据えた本市の財政状況は極め

て厳しく、財源不足が更に深刻化することは確実な状況です。 

こうした状況を踏まえ、複雑・多様化する住民サービスや人口問題対策をはじめとし

て、新たに発生する行政需要に適切に対応していくため、効果的・効率的な行政サービ

スを構築し、引き続き行財政改革に取り組むことが重要になります。 
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